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大隅地方合同庁舎
整備事業

平成１７年１２月１４日（水）

国土交通省九州地方整備局
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１.事業の概要

1-1.官庁営繕事業の概要

（１）官庁営繕事業について
営繕とは「建築物の営造と修繕」のことをいい、建築物の新築、増

築、改築、修繕、模様替等の工事を示す。

営繕部では、「官公庁施設の建設等に関する法律」により、国家機

関の事務を処理するための施設や教育文化・社会福祉施設等の官

庁施設を建設し、官庁施設が常に適正な機能を維持できるように保

全指導を行い、官庁施設の質の確保のため、技術基準類の作成や

勧告を行っている。

（２）合同庁舎整備事業について
営繕部では、「官公庁施設の建設等に関する法律」第６条に基づ

き、国民の利便と公務能率の増進、土地の高度利用及び建築経費

節減のため、国家機関の庁舎整備については合同化を図ることを基

本方針として、合同庁舎の建設を重点的に実施してきた。

今後も長期的な展望に立った良質なストックとしての官庁施設の

整備を計画的に推進するため、「第四次官庁施設整備１０箇年計画」

（平成１３～２２年度）を基本としながら、庁舎整備を行っていく。

1-2.大隅地方合同庁舎の概要

（１）大隅地方合同庁舎整備事業について
大隅地方合同庁舎整備事業は、大隅町に分散している単独施

設を集約・合同化することで、施設使用者の利便性等の確保及び

向上を図ると共に、分散施設の集約化による、土地の有効活用を

目的としている。
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（２）庁舎周辺の状況

周辺図

（３）庁舎の諸元

入居官署 自衛隊鹿児島地方連絡部　大隅募集事務所

大隅区検察庁

鹿児島地方法務局　大隅出張所

熊本国税局　大隅税務署

鹿児島統計情報事務所　大隅出張所

建設場所 鹿児島県曽於群大隅町岩川６４９１－２

敷地面積 ４，１２５　㎡

職員数 ５４　人

来庁者数 ２４，９５７　人／年

建物概要 ＲＣ－４　　延床面積　３，５２１　㎡

駐車台数 ３９　台　　

地域地区 商業地域

総事業費 １，２７３　百万円

建設工期 平成１３年９月～平成１４年１０月
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■配置図

■庁舎外・内観

外観 内部
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２.事業をめぐる社会情勢の変化及び費用対効果分析

の算定基盤となった要因の変化

（１）事業の実施

・事業期間及び事業費については変更がない。

（２）その他要因の変化

・入居官署組織の改編がなく、所要床面積は変わらない。

・その他の効果に関する要因は変化が無い。

３.事業の効果及び事業実施による環境の変化
3-1.整備事業の評価

事後評価に際しては、事業の効果・定性的な評価・事業の妥当性

の各視点から評価を行う。

「事業の効果」については費用便益分析により算出する。

「定性的な評価」については、貨幣価値換算出来ない効果について

アンケート調査等により、定性的に評価する。

「計画の妥当性」は、事業による環境影響や社会経済状況の変化等

を踏まえて、事業の妥当性を評価する。

事後評価の実施事後評価の実施

事業の効果事業の効果 定性的な評価定性的な評価 事業の妥当性事業の妥当性

改善措置の改善措置の
検討が必要である検討が必要である

今後時間の経過今後時間の経過

により効果の発現により効果の発現
が期待できるが期待できる

改善措置が改善措置が

必要でない必要でない

改善措置の検討改善措置の検討

改善措置の実施
必要な観測による必要な観測による
フォローアップフォローアップ

ＥＮＤＥＮＤ改善措置の実施

審
議
結
果
を
踏
ま
え
た

実
施
時
期

実
施
時
期

審
議
結
果
を
踏
ま
え
た

◇◇事業の効果事業の効果

◇◇定性的な評価定性的な評価

◇◇事業の妥当性事業の妥当性

費用便益分析

②地域への寄与

①日照阻害、電波障害
等の環境影響

②計画の妥当性

①利用者の利便
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（１）事業の効果
事業の効果は、①旧庁舎の跡地利用状況、②費用便益分析につ

いて、評価を行った。

①旧庁舎の跡地利用状況

□鹿児島地方法務局 大隅出張所

建築年次：昭和４３年度 ・交換済

構造規模：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造平屋建

□大隅税務署

建築年度：昭和３２年 交換済・

構造規模：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造平屋建

□鹿児島統計・情報センター 大隅出張所

建築年度：昭和４７年 ・交換済

構造規模：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 階建2
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□大隅区検察庁

建築年度：昭和５０年 ・交換済

構造規模：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造平屋建

□鹿児島地方連絡部 大隅募集事務所

建築年度：昭和６１年 （民借） ・返却済

構造規模：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造平屋建

②費用便益分析

事業の効果については、総費用(Ｃ)に対する総効果(Ｂ)の割合：

費用対便益比で算出する。

費用便益比 ＝ 総効果／総費用 （Ｂ／Ｃ）

Ｂ：事業を実施することにより得られる、便益のうち、貨幣換

算可能な効果の現在価値

Ｃ：事業案の整備費用と維持・修繕費用の合計額の現在価値

と、廃止庁舎の維持・修繕費用の現在価値の差分
（百万円）

９２合同化による効果

代替案の
建設・維持修繕費用

11．２．２費費 用用 便便 益益 比比 (B/C)(B/C)

２，４８６総 効 果

１
環境への配慮
(地球環境保全への寄与)

１０６
安全の確保
(事故・災害の縮小)

２，２１３

利用者の利便

７５土地有効利用

総
効
果
B

１，９８９
総 費 用

(Cwith－Cwithout）

３５８
維持修繕費
(既存庁舎)

Cwithout

６３７維持修繕費

１，７１０初期費用Cwith

総
費
用
C

９２合同化による効果

代替案の
建設・維持修繕費用

11．２．２費費 用用 便便 益益 比比 (B/C)(B/C)

２，４８６総 効 果

１
環境への配慮
(地球環境保全への寄与)

１０６
安全の確保
(事故・災害の縮小)

２，２１３

利用者の利便

７５土地有効利用

総
効
果
B

１，９８９
総 費 用

(Cwith－Cwithout）

３５８
維持修繕費
(既存庁舎)

Cwithout

６３７維持修繕費

１，７１０初期費用Cwith

総
費
用
C
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（２）定性的な評価
利用者の利便や地域への寄与などの効果をより詳細に把握する

ため、アンケート調査を実施した。

アンケートについては以下の評価軸で質問の設定を行い、評価を

行った。

アンケートは勤務職員・一般来庁者・地域住民を対象に実施した。

・調査方法 ：調査票を配布し、後日回収

・調査日 ：（配布）平成１７年９月８日～１５日

（回収）平成１７年９月２７日

・対象人数 ：職員（５１名） 来庁者（９６名）

地域住民（１５３名）

①勤務職員結果

：この施設の居心地の良さはどうですか？Q

：あなたのデスクまわりの広さはどうですか？Q

街のにぎわいや地域のふれあい、地域
活動のための施設の活用、地域のシン
ボルによる効果

地域の満足度

敷地利用、外観による周辺地域に与え
る影響

自然環境の保全、
景観等の改善

地域へ
の寄与

執務室の機能性が向上したことによる
効果、来庁者の利便性の向上

執務環境の向上利用者
の利便

効
果

評 価 軸項 目

街のにぎわいや地域のふれあい、地域
活動のための施設の活用、地域のシン
ボルによる効果

地域の満足度

敷地利用、外観による周辺地域に与え
る影響

自然環境の保全、
景観等の改善

地域へ
の寄与

執務室の機能性が向上したことによる
効果、来庁者の利便性の向上

執務環境の向上利用者
の利便

効
果

評 価 軸項 目

45 49 6 00

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい よい どちらでもない よくない わるい

37 45 16 20

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

十分に広い 広い どちらでもない 広くない 狭い
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・利用者の利便

：敷地内を安全に歩けるなどの配慮についてはどうですか？Q

：お年寄りや子供、身体が不自由な方の利用しやすさ・安全性についてはどうQ
ですか？

・地域への寄与

：この施設は街の賑わいや地域のふれあいに役立っていると思いますか？Q

：この施設は地域のシンボルになっていると思いますか？Q

：総合的にみて、この施設が地域に与える影響についてどう思いますか？Q

41 33 24 20

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
配慮されている 少し配慮されている どちらでもない

あまり配慮されていない 配慮されていない

39 35 24 20

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

配慮されている 少し配慮されている どちらでもない

あまり配慮されていない 配慮されていない

12 22 45 10 10

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても役立っている 役立っている どちらでもない

あまり役立っていない 役立っていない

14 22 54 8 2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%シンボルになっている 少しシンボルになっている

どちらでもない あまりシンボルになっていない

シンボルになっていない

12 28 56 4 0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい よい どちらでもない あまりよくない わるい
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②来庁者結果

Ｑ：この施設は入りやすいですか？

Ｑ：この施設は好ましいですか？

・利用者の利便

Ｑ：敷地内を安全に歩けるなどの配慮についてどう思いますか？

Ｑ：お年寄りや子供、身体の不自由な方の利用しやすさ・安全性への配慮につ

いてどう思いますか？

56 25 13 3 3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

入りやすい 少し入りやすい どちらでもない 少し入りにくい 入りにくい

29 29 37 2 3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
好ましい 少し好ましい どちらでもない あまり好ましくない 好ましくない

40 29 26 3 2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
配慮されている 少し配慮されている どちらでもない

あまり配慮されていない 配慮されていない

35 31 28 4 2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
配慮されている 少し配慮されている どちらでもない

あまり配慮されていない 配慮されていない
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・地域への寄与

Ｑ：建物の外観の印象はどうですか？

Ｑ：この施設は地域のシンボルになっていると思いますか？

Ｑ：総合的にみて、この施設が地域に与える影響についてどう思いますか？

③定性的な評価まとめ（アンケート調査結果まとめ）
勤務職員及び来庁者に対するアンケート調査の結果、概ね満足

しているとの結果が得られているが、執務環境についての満足度

が低いため、今後の施設設計において重点的に配慮する。

（３）事業の妥当性
①日照阻害、電波障害等の環境影響

事業による環境影響について、事業による日照阻害・電波障害・

ビル風等の周辺への環境影響はないものと考えられる。

②計画の妥当性（位置・規模・構造）

事業を巡る社会経済情勢等の変化を踏まえた事業の妥当性につ

いて位置、規模、構造の３つの視点から、新規事業採択時と比較し

た結果、大きな変化はないので、妥当であると考えられる。

37 29 28 5 1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

好ましい 少し好ましい どちらでもない あまり好ましくない 好ましくない

20 19 44 12 4

0% 10% 20% 30% 4 0% 50% 60 % 70% 80 % 90% 100%シンボルになっている 少しシンボルになっている

どちらでもない あまりシンボルになっていない

シンボルになっていない

24 26 43 4 3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい よい どちらでもない あまりよくない わるい
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3-2.評価結果の概要

４.対応方針（案）

○対応方針（案）

・今後の事後評価の必要性及び改善措置の必要性

事業の効果の発現は、総合的に評価すると、概ね十分で、今後の

事後評価の必要性及び改善措置の必要性はない。

○同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの

必要性(案)

今回の評価結果を踏まえ、今後も庁舎の合同化の計画を推進す

る。また、今後の施設設計においては、良好な執務環境の確保につ

いて十分配慮する。

評価項目 評価結果

事業の効果

・旧庁舎跡地利用

・費用便益費

すべて交換・返却済で有効活用されている

Ｂ／Ｃ＝１．２

定性的な評価 来庁者及び勤務職員に対するアンケート調査

の結果、満足しているとの結果が得られてい

る。

事業の妥当性

・事業による環境影響

・計画の妥当性

日照阻害、電波障害等の周辺環境への影響は

認められなかった。

新規事業採択時と位置・規模・構造の各視点

から比較して、大きな変化はないので、妥当

であると考えられる。
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平成1７年度事業評価資料

参 考 資 料
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○費用便益分析

Ｂ：事業を実施することにより得られる、便益のうち、貨幣換算可能な効果の現

在価値

Ｃ：事業案の整備費用と維持・修繕費用の合計額の現在価値と、廃止庁舎の

維持・修繕費用の現在価値の差分

・評価軸

運用段階におけるエネルギー消費量削
減によるCO2排出量の削減

地球環境保全への
寄与

環境への
配慮

災害による人的被害を軽減する効果
（耐震・防災対策)

事故・災害の縮小安全の確
保

駐車場の相互利用によるトリップ数減
少による効果(官署間移動の時間短縮)

合同化や集約化に
よる利便性の向上

狭隘が解消したことによる効果
（代替案の建設・維持修繕費用）

建物性能の向上

職員および来庁者が、来庁に要する時
間変化による効果(主要交通機関へのｱｸｾｽ)

立地の改善利用者の
利便

果

旧施設の土地を売却する場合利益土地処分益土地利用
効果

効

電気・ガス、水道、油等に要する費用水道光熱費

経常的に発生する建物維持に要する費
用（点検及び保守、運転・監視、清掃等）

保全費

大規模修繕、各所修繕に要する費用修繕費維持修繕
費用

新規に土地を調達する際に要する費用土地取得費

企画・設計段階に要する設計料等企画・設計関係費用

建設工事に要する費用建設費初期費用
(整備費用)

費

評 価 軸項 目

運用段階におけるエネルギー消費量削
減によるCO2排出量の削減

地球環境保全への
寄与

環境への
配慮

災害による人的被害を軽減する効果
（耐震・防災対策)

事故・災害の縮小安全の確
保

駐車場の相互利用によるトリップ数減
少による効果(官署間移動の時間短縮)

合同化や集約化に
よる利便性の向上

狭隘が解消したことによる効果
（代替案の建設・維持修繕費用）

建物性能の向上

職員および来庁者が、来庁に要する時
間変化による効果(主要交通機関へのｱｸｾｽ)

立地の改善利用者の
利便

果

旧施設の土地を売却する場合利益土地処分益土地利用
効果

効

電気・ガス、水道、油等に要する費用水道光熱費

経常的に発生する建物維持に要する費
用（点検及び保守、運転・監視、清掃等）

保全費

大規模修繕、各所修繕に要する費用修繕費維持修繕
費用

新規に土地を調達する際に要する費用土地取得費

企画・設計段階に要する設計料等企画・設計関係費用

建設工事に要する費用建設費初期費用
(整備費用)

費

評 価 軸項 目

費用便益分析

　（B/C)
＝

整備費用及び

維持修繕費用
廃止庁舎の維

持修繕費用

代替案の建設・

維持修繕費用
新庁舎化によ

る向上効果

－

＋

C with C without


